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１ はじめに 

(1) 中電ウイング株式会社東新町支社の概要 

中電ウイング株式会社は、中部電力株式会社 100％出資

の特例子会社であり、2023年８月１日時点で262名が在籍

し、うち138名の障がいのある社員（以下「チャレンジド」

という。）が活躍している。東新町支社事務補助Ｇは、平成

25 年に精神障がい者の雇用を推進するために中部電力株

式会社人事部門内に 2013 年設立されたビジネスサポート

チームを前身とし、精神・発達障がい等のチャレンジド20

名、支援者８名の体制で事務補助業務に取り組んでいる。 

本発表では、多様なニーズを有するチャレンジドが多種

目の事務業務に取り組む当部署において、個別的な支援を

中心としたポジティブ行動支援から部署規模の組織的なポ

ジティブ行動支援へ展開してきた実践を報告する。また、

今後の部署・会社規模によるポジティブ行動支援の在り方

について検討した。 

(2) ポジティブ行動支援を用いた支援の実践 

ポジティブ行動支援（Positive Behavior Support；以下

「PBS」という。）とは、応用行動分析に基づき、当事者の

ポジティブな行動を肯定的・教育的な方法にて支援する枠

組みである。当部署でも、PBS の考え方をもとに、チャレ

ンジドに会社での望ましい行動の定着や望ましくない行動

への対応に取り組んできた。 

ア PBSの勉強会 

支援者に対して、PBSの勉強会を実施した。具体的には、

ペアレントトレーニングの手法を参考に、１回 30 分合計

10回の勉強会を行った。勉強会は、宿題の振り返り、講義、

ワークで構成し、当日のテーマに沿って支援者は職場での

望ましい行動や望ましくない行動とその随伴性（行動の前

後の状況）及びその支援方法を考え、参加者間で共有した。 

注意や指示のみでは対応が難しい行動や親切な対応が

問題を増幅してしまう行動に対して、環境調整や代替行動

の促しなどの対応を支援者がより取りやすくなった。 

イ その他PBSの実践と課題について 

その他にも、あいさつ・電話・報連相等の JST（Job 
related Skills Training）の取り組みや不安階層表、感情の

スケーリングなどを活用してスモールステップでコミュニ

ケーションの練習をする取り組みなど、個別的な支援を中

心にさまざまなPBS を実践してきた。 

一方で、当部署において、業務量の増加・業務の多種目

化、チャレンジドの増員やそれによる特性や経験年数など

の幅が広がったことなどもあり、支援者の負担が課題にな

った。また、個別的なニーズに応じた環境調整への他のチ

ャレンジドからの不満やより難易度の高い仕事に取り組み

たいというニーズの高まりから、特性に応じた個別的な支

援と全体的な集団の育成の両立が課題となった。 

(3) 個別的な支援から全体への支援への展開 

教育分野では、学校規模ポジティブ行動支援（School-
Wide Positive Behavior Support; 以下「SWPBS」とい

う。）という支援方法が、学校・学級経営の手法として取り

入れられ始めている。SWPBS は、学校がすべての児童生

徒にとって安全で効果的な学習環境であるために必要な学

校文化と個別の行動支援を確立するシステムアプローチで

あり、エビデンスベーストな行動支援を学校全体で組織的

に行う枠組みである（Sugai & Horner, 2011）。 

SWPBS の考えと実践は、当部署の課題として挙げた全

従業員への企業理念に沿った育成と個別的な支援の両立を、

支援者の支援の効率化（負担の軽減）もあわせながら、組

織的に取り組みたいという状況に成果があるのではないか

と考え、SWPBS に関する研修を部署の支援者数名で受講

し、順次試行的に実践することとなった。 

  

２ 部署規模でのポジティブ行動支援の試行実践 

(1) Good Job Commentの実践 

SWPBS では、「Good Behavior Ticket」という実践があ

り、学級の中で児童生徒が良い行動をした時にそれを見た

児童生徒教師がカードにその行動を記述し、本人にフィー

ドバックすることで、学級全体に良い行動とほめる文化を

醸成する取り組みである。当部署ではまず導入として、

Good Job Comment という名称で支援者から収集を実施

し、半年後にチャレンジドからの収集も開始した。月末に

コメントを１枚のシートにして本人にフィードバックした

（図１）。 

図１ Good Job Commentの例とコメント数の推移 
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支援者に対してはコメントを多く収集するために、望ま

しい行動の行動マトリクスを作成し、コメントの傾向（数

や内容）についてフィードバックを実施して、ほめるポイ

ントの共通認識をした。 

(2) 集団を意識した業務上の工夫 

チャレンジドの業務上の課題に対して、チャレンジドと

支援者の行動随伴性を整理した実践の一部を紹介する。 

ア データ入力業務での作業量と進捗相談の促進 

データ入力業務A は当部署において、全員で取り組む共

通業務であり、そのほかの担当業務の違いや得意不得意の

差から、個々の目標設定はせずに全体の進捗管理のみをし

てきた。次第に、業務量が極端に少なく、進捗報告がない

チャレンジドと業務量は多いが焦り感が強いチャレンジド

と二極化し始めた。チャレンジド集団の業務の提示から完

了後までの行動随伴性を下記のように整理した（図２）。 

図２ データ入力Ａ業務の行動随伴性の整理 

スモールステップでの目標の到達、進捗相談をする代替

行動を標的行動とし、そのために個別の目標数の作業帳票

を週単位で綴じるファイルを活用した。焦っていたチャレ

ンジドが落ち着いて作業でき、苦手なチャレンジドの作業

量の増加、自発的な進捗相談の代替行動がみられた。また、

支援者も賞賛や相談対応などの関わり方がしやすくなった。 

イ 終業時刻までの業務の取り組みと片付けの完了 

終業時刻の前に、チャレンジドが早めに業務を切り上げ

て片付け手空きの状態で時刻を待ってしまうこと、ぎりぎ

りまで業務に取り組み片付けが時間に間に合わないことが

課題となっていた。この時間帯は、支援者も当日の業務整

理や翌日の業務準備に忙しい時間帯でもあった。 

チャレンジドと支援者の集団の行動随伴性を整理し、片

付けの負荷が少ないデータ入力 A 業務を終業30 分前から

全員が取り組むこととし、就業５分前の予鈴から片付けを

始めるように業務スケジュールを設定した。その結果、時

間まで業務に取り組み、片付けを終えるチャレンジドの割

合が増加した。 

(3) 生活習慣に関する取り組み 

就労の安定に、基本的生活習慣は不可欠である。遅刻や

体調不良等明確な課題がある場合には、個別的な支援が必

須となるが、勤務時間内での対応や支援への時間的制約も

あり、全体の健康教育では不足するが、個別的な支援を必

要としないチャレンジドには対応しにくい。そこで、対象

者を三層に分けて、「気分障害等の精神疾患で休職中の方の

ための日常生活基礎力形成支援」のプログラムを実施した

（表１）。 

表１ 階層的な日常生活基礎力形成支援 

第一層支援 

全員対象 

生活習慣講座 

※30分×2回実施 

睡眠・食事・運動・休養・習慣

化についての講義 

第二層支援 

希望者対象 

習慣化ミーティング 

※15分×12回 

各自の課題の達成状況の報

告・助言のグループワーク 

第三層支援 

個人対象 

個別面談・個別支援 

※必要に応じて実施 

アセスメント、支援ツールの

活用、支援機関との連携など 

習慣化ミーティングでは、現在就業上大きな問題ではな

いがリスクがある問題の改善も目標に挙がり、潜在的なニ

ーズがうかがえた。スタッフ同士で目標の達成への称え合

い、未達成への励まし、目標設定や実施方法のアドバイス

が回を重ねるごとにみられ、生活習慣の改善が図られた。 

習慣化ミーティングでの睡眠の改善が困難であったBさ

んについて、これまでの睡眠記録から曜日ごとの睡眠と睡

眠前の過ごし方の傾向を振り返り、生活のルーティンを見

直し、毎週個別面談を実施した。また支援機関と連携し、

ご家族に家庭でのサポートを依頼することにより、睡眠時

間と生活習慣の改善が見られた。 

 

３ まとめと今後の課題 

本論文では、個別的なPBSから部署規模でのPBS へと

展開していった実践の一部を紹介した。個別的な支援のみ

ならず、全員・小集団も対象とした三層で支援を考えるこ

とで、企業理念に照らした行動目標に対してそれぞれの層

のニーズに応じた支援を連続性をもって実施することがで

き、従業員の育成と個別的な支援が両立しやすくなった。

また、支援計画や組織運営に、支援者の支援の実行度（継

続性や負担軽減の工夫）も検討されるようになった。 

今後は、SWPBS の実践を本格的に導入し継続していく

ためにも、PBS 推進リーダーの育成や支援者が PBS の視

点で支援をすることへのサポート体制を構築することが課

題である。また、試行段階では支援者が主導の取り組みが

中心であったが、チャレンジド自身が行動目標やその達成

方法などの検討に積極的に関わり、支援者とチャレンジド

がともに取り組む体制づくりも実践していきたい。 
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障がい者の雇用管理を行う指導社員が抱える負担事項の整理について 

～ストレスチェック制度の集団分析の活用から～ 
 

○横峯 純（株式会社JR西日本あいウィル 総務部企画課兼ワーク・ライフ・サポートチーム 副課長） 

輿石 美里・住森 智史（株式会社JR西日本あいウィル） 

寺谷 卓也（botanical works株式会社） 
 

１ はじめに 

株式会社JR西日本あいウィルは西日本旅客鉄道株式会

社の特例子会社として2009年から事業開始し、40名からス

タートした社員は、事業拡大に伴って現在約260名になっ

ている。当初は身体障がい者、知的障がい者を中心に雇用

し、精神障がい者、発達障がい者の雇用も段階的に進めて

きたが、雇用する障がいの多様化に伴い、現場で指導・支

援する社員（以下「指導社員」という。）の負担が増し、

指導社員が退職に至るケースも見られるようになった。指

導社員に対して指導環境・職場環境に関するヒアリングを

行ったところ、「障がい特性に応じた対応の仕方がわから

ない」「課題を有する障がいのある社員を配慮したことで

周囲の社員から不満が出ている」等の対応に苦慮する話や、

「自身の立場（役職）に比べて負担が大きい」等の待遇面

に関する話も出ていた。そのため、指導社員のバックアッ

プを目的として、2019年７月より社内の定着支援チーム

（ワーク・ライフ・サポートチーム）を設立し、社内の支

援体制を整えた（図１）。その結果、指導社員からは

「困った時に相談できる環境ができた」「心理的な負担が

軽くなった」等の意見が寄せられるようになったものの、

指導社員のメンタル不調や離職者は相変わらず少なくない。 

 そのような中、2019年度からストレスチェックの集団分

析を開始。2021年度からは新職業性ストレス簡易調査票

（短縮版）を活用し、部署だけではなく役職ごとの集団分

析も実施するようになった。今般、2022年度の集団分析の

内容を調査し、指導社員が抱える負担事項について整理し

つつ、今後の対応方法を検討したい。 

 

 

図１ 社内の定着支援体制について 

 

２ 方法 

新職業性ストレス簡易調査票（短縮版）を使用。ヒアリ

ングでは立場（役職あり・なし）による不満も見受けられ

たため、「役職あり」（非管理職）の指導社員と「役職な

し」の指導社員に分け、各42尺度の平均値を算出した。そ

の後、弊社平均、全国平均（注１）、中心値(2.5)（注２）のい

ずれの値も下回る尺度をさらに抽出した。 

注１ 平成21～平成23年度 厚生労働省「労働者のメンタルヘル

ス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」により

収集された全国の労働者1600人の平均値 

注２ 値が高いほど良好な結果であり、最高点４（高結果）、最

低点１（低結果）の中心値 

 

３ 結果 

42尺度のうち、指導社員の「役職あり」、「役職なし」

で弊社平均、全国平均、中心値をいずれも下回った尺度

（８尺度）は表１の通りである。

 

表１ 弊社平均、全国平均、中心値を下回った各項目 

領域 尺度 弊社平均 全国平均 指導社員「役職あり」 指導社員「役職なし」 

仕事の負担 

仕事の量的負担 2.29 2.14 2.04 2.05 

仕事の質的負担 2.18 2.16 2.04 2.12 

情緒的負担 2.49 2.66 2.30 2.00 

役割葛藤 2.65 2.87 2.49 2.27 

仕事の資源 

（事業場レベル） 

ワーク・セルフ・バランス 

（ポジティブ） 
2.18 2.07 1.93 2.04 

いきいきアウトカム ワーク・エンゲージメント 2.61 2.52 2.47 2.37 

心身の健康 
活気 2.24 2.26 2.09 1.86 

疲労感 2.54 2.70 2.47 2.33 
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また、集団分析の結果から、指導社員の「役職なし」で

は仕事のコントロールのしづらさがある等、作業レベルの

領域に多少の負担があり、「役職あり」では変化への対応

が求められる等、事業場レベルの領域に一部負担が感じら

れるようだが、全般を通して「役職あり」「役職なし」で

は、大きな差異は感じられなかった。 

 

４ 考察 

(1) 量的負担・質的負担の軽減に向けて 

弊社の指導社員の役割は、障がいのある社員の指導・支

援業務に加え、指導社員自身も実業務に携わることが求め

られる。また、業務のIT化により作業の高度化が進み、

指導社員自身に求められるスキルが高まるなど、量的負

担・質的負担が高くなってきている。コスト的な制約はあ

るものの、指導社員の時間的なゆとりを作るために人的補

充し、体制強化を図ること、また、作業内容の見直し・標

準化を図りつつ各障がいのある社員の特性等を考慮しなが

ら適正な業務分担を行い、自立的に取り組める環境を調整

することが必要だと考えられる。 

(2) 情緒的負担等、心理的な改善に向けて 

指導社員は、自身の業務を進めつつ様々な障がいのある

社員に対する業務分担を不公平感が出ないよう配分し、障

がいのある社員の心身のサポートも適宜図っていくことを

求められるが、障害のある社員のメンタル不調や社員間の

トラブル調整に苦慮することも少なくない。また、業務の

進捗に意識が向きすぎると、障がいのある社員の負担が増

し、逆に負担を軽減すると、業務進捗が滞り、結果的に指

導社員の負担が増す状況となる。このように指導社員がマ

ルチタスクな職務に取り組む中で、組織の活性化に向けた

改善・改革を図るには、指導社員の心理的なゆとりを確保

する必要がある。そのためには、上述のように体制強化や

業務の標準化を図りつつ、管理職を巻き込んで、作業やプ

ロジェクト、障がいのある社員の定着状況の可視化を図り、

負担度合いを共有できる仕組みが必要だと考えられる。 

(3) 指導社員の役割取得・役割適応に向けて 

 課題を有する障がいのある社員に配慮し、業務を調整し

た結果、周囲の障がいのある社員から不平不満が出される

ことも少なくない。また、困難な事例になるほど、指導社

員同士の指導方法にも乖離が見られ、一貫性のない支援を

行う結果となっている。その改善を図るため、弊社では年

３～４回、障がい特性、支援技法等の理解を深めるテーマ

を設定し、指導社員向けの研修を外部講師や定着支援チー

ムが実施することで、支援スキルの強化を図っている。勤

務経験の浅い指導社員、特にバックグラウンドに障がい関

連に関わってこなかった社員には年１回・６月に新任指導

社員向け研修を実施しているが、入社時期によっては適切

なタイミングで研修を受けられず、知識や対応方法の理解

が不十分なまま現場で指導に携わることも少なくないため、

改めて内容や時期、頻度等の研修プログラムの改善が必要

である。 

(4) ワーク・エンゲージメントの改善に向けて 

 ワーク・エンゲージメントの向上については、個人の資

源と仕事の資源を増やすことが大事とされているが、集団

分析の結果から、指導社員については個人の資源に課題が

多いことがわかった。個人の資源の強化には、「ジョブ・

クラフティング」と「思いやり行動」が必要とされており、

業務や心理面の負担を軽減することで仕事への向き合い方

をさらにポジティブに変化させていくことが必要と考えら

れている。特に「思いやり行動」では、集団分析から「上

司・同僚からのサポート」はさほど悪い結果ではないもの

の、改善の余地を残しており、互いに助け合うことのメ

リット（好意の返報性、職場環境や人間関係の改善）の理

解を深め、指導社員それぞれの心理的な孤立を防いでいく

ことが重要と考えられる。 

 

５ 最後に 

 今般は2022年度のストレスチェック集団分析の結果に基

づいて調査研究を行ったが、2023年度も含めて調査を継続

し、年度ごとの推移も見ていくことが必要である。各尺度

の状況変化を確認し、より良い環境が導けるよう、引き続

きアプローチ方法を検討していきたい。 

 ワーク・エンゲージメントの向上は、弊社の重点課題の

一つとしている。新型コロナウイルス蔓延により横の繋が

りが希薄となった中で、改めてコミュニケーション機会を

増やすことで、社員の相互理解を深めることからスタート

し、お互いを認め合える環境を作ることで職場の一体感を

高めていきたい。 

 

【参考文献・参考資料】 

1) 東京大学大学院医学部研究科・㈱富士通ソフトウェアテクノ

ロジーズ『新職業性ストレス簡易調査票アクションリスト

2019』 

2) 島津明人『新版ワーク・エンゲージメント』,労働調査会

（2022） 
3) 障害者職業総合センター『企業在籍型職場適応援助者（企業

在籍型ジョブコーチ） による支援の効果及び支援事例に関

する調査研究』,「調査研究報告書No.152」,（2020） 

 

【連絡先】 
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認知機能強化トレーニングを用いた定着支援についての事例研究 

 

○城 美早 （株式会社あしすと阪急阪神 雇用推進室 相談窓口担当兼雇用推進担当 リーダー）  

池田 浩之（兵庫教育大学大学院） 
 

１ 問題と目的 

株式会社あしすと阪急阪神では、2005年に阪急阪神ホー

ルディングス株式会社の特例子会社として会社設立後、障

害者雇用を毎年拡大してきた。2023年６月１日現在168名

の障害のある人を雇用し、役職が付き順調にキャリアを伸

ばす従業員もいる。一方で、就労の基本である働く場の対

人関係の構築や行動に課題があるまま就労している従業員

が一定数在籍しており、様々な課題点が発生している。そ

の多くは、対人関係や働く場での行動・態度の力が十分に

発揮されていない事が起因と考えられる。 

障害者職業総合センター¹）によれば、必須チェック項

目の大分類として、日常生活、働く場での対人関係、働く

場での行動・態度、の３種類に分けられている。従業員の

職場定着を促進するために、労務管理を担当する指導員に

限らず、社内相談員（以下「相談員」という。）や外部支

援機関の支援者（以下「支援者」という。）と連携を図り

ながら、これらの力を伸ばしていけるように、定着支援に

取り組んできた。 

これまで問題行動（備品の破損を故意に行う行為等）が

発生した時には、指導員だけでなく管理職による面談指導

を行ってきた。様々な要因によるストレスから問題行動を

起こした事に鑑み、相談員や支援者により定期的な面談も

実施した。 

しかし、問題行動そのものの認知ができておらず、自分

が起こした行動が他者にどれだけの影響を与えたか、理解

できていない従業員もいた。 

それは、感情のコントロールができない事によるトラブ

ル、危険予知ができない事によるトラブル等、様々な要因

が考えられる。その背景として、宮口²）によれば、注意

力が弱い認知機能の弱さ、感情をコントロールする感情統

制の弱さ、予想外のことに弱い融通のきかなさ、等が考え

られる。 

また、心の理論に代表されるように、原³）によれば他

者の感情や共感性の欠如は対人関係上の問題に発展するこ

ともある。 

一般的には就労年齢までに家庭生活や学校生活の中で身

に付いていく事が多いが、障害のある人の中には障害特性

によりその力が自然と身に付ける事が難しい人もいる。そ

こで、就労年齢になってからでも身に付ける事が可能な訓

練として、児童精神科医である宮口幸治氏が開発した認知

機能強化トレーニング（以下「コグトレ」という。）を実

施し、これらの能力を高める事とした。勅使河原⁴）によ

れば、対人関係の苦手さに改善が見られることから、一定

の効果が期待できると考え、定着支援の一環として、取り

入れる事とした。 

コグトレの継続的な使用により、これらの能力を高める

ことを目的とし、問題行動を減少させる効果について考察

を行った。 

 

２ 方法 

(1) 対象者 

株式会社あしすと阪急阪神で勤務している障害のある従

業員。職場内で、基本業務や社会面につまずきを見せ、指

導員から指導を受けている勤続10年を超える知的障害のあ

る２名。 

表１ 対象従業員の詳細 

対象従業員 実施時期に所属した 
事業所 在職年数 

Aさん X事業所 
Y事業所 11年 

Bさん Z事業所 16年 

 

(2) 実施内容 

＜使用テキスト＞ 

宮口 幸治 著『教室で使えるコグトレ』（2016年） 

宮口 幸治 著『みる・きく・想像するための認知強化

トレーニング』（2015年） 

＜時間＞ 

説明や採点を含め、１回当たり15分を目安に実施。 

＜測定材料＞ 

指導員による考察、相談員による面談での聞き取り、支

援者による面談での聞き取り。対象者に対する面談内容は、

コグトレを実施して変化した点や良かった点の確認を行う。 

＜測定指標＞ 

 実施者による集中力の測定、対象従業員が所属する事業

所の指導員への聞き取り、相談員による面談、支援者によ

る面談、本人の振り返り表への記入による、コグトレ実施

前後での変化を追う事とした。 

＜倫理的配慮＞ 

本研究は発表者が外部研究員として所属するNPO法人

大阪精神障害者就労支援ネットワーク JSN研究所の倫
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理委員会にて、承認を得ている。（承認番号2023-４） 

研究対象者には、研究内容を伝えた上で了解を貰った。 

 

３ 結果 

実施の詳細は下記表（表２）の通りである。 

Aさんは、実施時期の途中で人事異動が行われた事から、

事業所の特性を踏まえ途中で実施者を交代した。一つの事

象に対し、最後までやり遂げる経験を積んで貰う事を狙い

とし、テキストを１冊に決めて完遂する事を目標とした。

開始した当初は、間違いがあったり、イラストで表示され

た人物の表情が読み取れなかったり、確実に正解する事が

難しかった。しかし、回数を重ねるうちに、正解できる内

容が増加した。自信に繋がった事で、お客様と擦れ違う際

に挨拶の声が大きくなったり、曲がり角で一旦立ち止まる

安全行動が取れるようになったり、と業務にも良い影響が

見られるようになった。 

Bさんは、季節によって繁忙期がある事業所に所属して

いる。確実に遂行できる業務量が減る時期になると、不安

定さが見られ業務に影響が出てしまい、また他の従業員と

の関係性にも影響が出る事もあった。コグトレを提案した

時に、人間的にも成長したいとの発言があり、当初から前

向きに取り組んでいた。立ち止まって自分で考える力が付

いたことで、気持ちを落ち着かせる事が出来るようになり、 

怒りの感情表出が減った事で、他の従業員との関係性も改

善の兆しが見られた。 

表２ コグトレ実施の詳細 

対象従業員 実施者 主な内容 
Aさん Y事業所指導員 

相談員 
・⾒る⼒をつけよう 
・聞く⼒をつけよう 
・集中⼒をつけよう 
・何が危ない？ 

Bさん 相談員 ・⾒る⼒をつけよう 
・想像する 

 

 

 

 

 

 

見る力をつけようの一例 

 

＜指導へのフィードバック＞ 

コグトレ実施結果については、関係者の間で共有を行っ

た。得意不得意を指導員が把握できた事で、業務指導に有

効に活かすことが出来た。また、支援者からは客観的な意

見を共有して貰ったことで、今後対象従業員が長期的に必

要となってくるだろう支援の見立ての共有を受けた。 

＜今後について＞ 

Aさんは、コグトレを通して認知機能トレーニング以外

にも、一人で抱え込まず相談をする習慣が身に付いた事や、

目標に向かってトレーニングする楽しさを実感した事から、

今後も継続する予定である。 

Bさんは、コグトレを通して融通が利く場面が増え、感

情のコントロールに繋がった。自分自身の行動を客観的に

見る力が付いた事で、人間的な成長を実感した事から、今

後も継続する予定である。 

 

４ 考察 

コグトレを一定期間継続した事により、従業員の成長が

見られた点を挙げたい。 

①目標に向かって取り組む姿勢が向上した。 

②困った事が発生した際に、早期に相談する姿勢ができた。 

③感情が揺さぶられる出来事が発生した際に、感情のコン

トロールが出来るようになった。 

④課題点が見られた際に、指導の理由が理解できるように

なり、再発防止に繋がった。 

特に、コグトレによる認知強化の強化で、指導員による業 

務指導がスムーズに理解できる場面が増えた。また、情報 

受信能力が向上した事で、会話が続くようになり、コミュ 

ニケーション能力の向上も見られた。 

以上がコグトレ実施により、対象従業員が成長した点で

ある。今回対象になった２名は、10年以上長期勤務してい

る従業員であり、その期間に発生した課題点がコグトレだ

けで全て改善されるようになった訳では無い。また、コグ

トレの客観的な効果有無についても、実施した従業員の数

が少ない事、科学的根拠に基づいた測定を実施していない

事もあり、未知数な部分がある事は否めない点である。今

後も、コグトレや他のツールの活用を検討し、従業員の職

場定着の一助となるようにしたい。 

 

【引用文献】 

1）障害者職業総合センター 

『就労移行支援のためのチェックリスト』（2007年）P.3～14 

2）宮口 幸治 

『教室で使えるコグトレ』（2016年）p.8～21 

3) 原 英樹 

『アスペルガー症候群の共感性欠如に関する試論』（2017年）P.61 

4) 勅使河原 美智恵 

『就労移行支援および自立訓練における「コグトレ」の導入効

果について』（2021年）P.75 
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Prosocialの概念を導入した多職種でのグループワークの実践 

およびその効果の検討 

 

○岩村 賢（株式会社スタートライン CBSヒューマンサポート研究所 研究員）  

小倉 玄（株式会社スタートライン CBSヒューマンサポート研究所） 
 

１ 背景 

(1) Prosocialについて 

Prosocialは、進化論・文脈的行動科学・経済学を融合

した組織的活動の画期的な実践方法である。Prosocialな
行動とは、協力的で、個人の利益もグループの利益も、両

方を大事にする行動と定義されている。一方でProsocial
ではない行動は非協力的であったり、他人に危害を加えたり、

利己的であったり、自己犠牲を伴う行動とされている。 

(2) CBS研究会に関して 

 株式会社スタートラインCBSヒューマンサポート研究

所は文脈的行動科学における実践的アプローチを学ぶため

のCBS研究会を運営している。本研究会には特別支援教

育機関や就労移行支援機関などで働く、ヒューマンサポー

トに携わる方に参加いただいている。ビデオ通話システム

を用いたオンラインで月に１回２時間程度にて実施している。 

 

２ 目的 

私たちはCBS研究会を運営する中で、参加者が増える

ことでそれぞれのニーズの把握や、参加者の研究会への積

極的な参加が難しくなっていると感じ始めた。また、研究

会の参加者は異なる組織に属しており、様々な視点を取り

入れることでProsocialに関する学びが深まると考え、研

究会にProsocialの概念を導入したグループワークを導入

した。本研究では、Prosocialの概念を導入した多職種に

よるグループワークを行う前後での変化を探索的に検討す

ることを目的とした。 

 

３ 方法 

(1) 研究会及びグループワークの参加者 

研究会のグループワークは興味を持つ題材によってグ

ループ分けされ、Prosocialに興味を持ったグループの参

加者は計14名であった。 

(2) グループワークの概要 

グループワークの実際の流れを表に示した。最初はそれ

ぞれのグループでCDP１に関するマトリックスの作成に

取り組むことのみ決められており、その後はそれぞれのグ

ループ内で進めていきたいことに関してProsocial的に議

論する形式だった。４月から６月にかけてCDP１に関す

る議論を行う中で実践を経験している参加者が事例を共有

した他、実践に向けて不安に感じている点などをお互いに

共有した。そこからCDP１,２,３に関して議論をしたの

ち研究会内での他のグループへの成果の報告に向けた準備

を行った。 

表１ グループワークの流れ 

 

(3) 評価指標 

グループワークに参加する前とグループワークの終了時

に心理的柔軟性を測定するためにMPFIショートバージョ

ン、CDPダイアグラム評価を実施し、参加者14名のうち

８名から有効な回答を得た。 

 

４ 結果 

(1) 評価指標 

MPFIショートバージョンの対象者の項目別平均を図１

に、下位項目別の平均を図２に示した。研修前後で見ると

柔軟性は上昇し、非柔軟性は下降した。下位項目別にみる

と、柔軟性ではすべての項目で数値が上昇した。非柔軟性

では、体験の回避、内容としての自己において横ばい、価

値との接触の欠如において数値が上昇したが残りの項目で

は下降した。 

図１ MPFIの項目別平均 
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図２ MPFIの下位項目平均 

（上:心理的柔軟性,下:心理的非柔軟性） 

 

CDPスポークダイアグラム評価の対象者の平均を図３

に示した。研修実施前後で見ると、全てのCDP項目が上

昇した。 

 

図３ CDPスポークダイアグラム評価の対象者平均 

 

(2) グループワーク 

グループワークにて作成した実際のCDP１に関するマ

トリックスを図４に示した。 

図４ CDP１に関するマトリックス 

 

グループの価値を整理していく中で、Prosocialの概念

を用いたファシリテートを行うためには、Prosocialを自

身が体験的に学ぶことが重要なのではないかということが

話題に上がった。グループワーク期間の後半に事務局より

各グループの成果を３月に報告するような指示があった。

ProsocialグループではCDPすべての分析が終わっていな

いことや、唐突な告知であることに関して不満や疑問が挙

げられた。一方で、改めてCDP１に立ち返り、不満や疑

問すらもオープンにできる心理的安全性を持ったグループ

であることが議論された。また、今までの成果の共有とい

う具体的な共通の目標に対してグループの参加者が目に見

える形で利他的な行動を行うことが増加した。グループ

ワークの終了後、参加者にアンケートを実施した結果、

「心理的安全性を感じた」、「グループワークを通して利

己的な考えから利他的な考えに変わっていった」「今後の

自身の組織での実践に対するモチベーションが高まった」

と回答する参加者が多かった。 

 

５ 考察 

 結果より、Prosocialの概念を導入したグループワーク

を行うことでMPFIおよびCDPスポークダイアグラム評価

にポジティブな影響があることが示唆された。また、

Prosocialの概念を導入したグループワークを実践する中

で、心理的安全性と利他的な行動の増加が見受けられた。 

これは多職種でのグループにおいてもProsocialの概念に

基づいたマトリックスの作成や議論を通じて刎田（2022）

と同様にメンバーの相互理解や取り組むべき目的の明確化、

Prosocial的な行動について考える機会が増えたことによ

るものと考えられる。さらにはProsocialを体験すること

でProsocialの社会的意義を感じ自身の組織でも導入して

いくためのモチベーションが高まったと考えられる。 

 

６ まとめ 

今回のグループワークは多職種の参加者が興味関心にて

分かれたグループだったが、その場合、グループとしての

課題が特定されないほか具体的な目標などの設定が難しく、

議論が机上論化してしまう点が指摘された。一方で所属し

ている組織内での実践も重要だが、多職種での実践を行う

ことでより学びが深まり、所属している組織での活用につ

ながる可能性が示唆された。今後もProsocialのより良い

実践方法を検討していきたい。 

 

【参考文献】 

1) Paul W.B. Atkins, David Sloan Wilson,Steven C. Hayes, 
Richard M Ryan,「Prosocial: Using Evolutionary Science 
to Build Productive, Equitable」, Context Press (2019) 

2) 刎田文記 「日本の障害者雇用の課題への PROSOCIAL アプ

ローチの活用に向けて」 第30回職業リハビリテーション研

究・実践発表会 発表論文集 (2022) 

3) 刎田文記 「文脈的行動科学における実践的アプローチを

学ぶための CBS 勉強会について」 ACTJapan 年次ミー

ティング2018 (2018) 
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障がい者主体による花壇メンテナンス作業の実現への取り組みについて 

 

○小泉 輝久（株式会社かんでんエルハート 園芸・商事グループ 主任/企業在席型職場適応援助者） 
 

１ はじめに 

株式会社かんでんエルハート（以下「LH」という。）

は、あらゆる障がい者が働きやすい環境を整備し、親会社

である関西電力(株)の法定雇用率を維持できるよう、第３

セクター方式で立ち上げられた特例子会社であり、23 年

12月に創立30周年を迎える。 

LH は、障がい者の成長と自立性を促すため、スキルが

高く責任感のある障がい者に、健常者業務の権限を移譲す

る取組みを進めている。例えば、健常者が障がい者とペア

で行っていたオフィスゴミの回収業務を、障がい者だけの

ペアで行うなど、障がい者だけの運営にシフトしている。 

今回は、園芸部門において、車両で現場に出張する花壇

メンテナンス業務を、健常者から障がい者主体による運営

に権限委譲した取組事例を紹介する。 

 

２ 障がい者主体での花壇メンテナンス業務への取り組み 

車両移動を伴う花壇メンテナンス作業は、健常者１名の

作業責任者と障がい者（知的・精神）３～４名の計４～５

名体制で行っていたが、精神障がい者を作業責任者にして、

権限を委譲し、作業責任者が３名の知的障がい者を指示・

指導する業務運営体制となるように取り組んだ。 

(1) 目的と課題 

 ＜目 的＞ 

・障がい者中心の業務運営による、障がい者のやりがい

やモチベーションの向上 

 ・健常者の作業責任者の負担軽減により、新たな職域の

開拓の時間を確保 

 ＜課 題＞ 

 ・品質だけでなく、仕事の効率化・安全面・時間を意識

できるか。 

 ・花壇の状況を把握し、その日に優先すべき作業を判断

できるか。 

 ・チームワークの大切さを理解し、作業員同士のトラブ

ルが発生しないか。 

(2) スキルチェックシートに基づく教育 

健常者の指示や判断のルールが不明確な部分を標準化し

て、誰もが確認できるようにスキルチェックシートとして

書面に落とし込んだ。メリットは、作業品質の安定だけで

なく、指導する際の混乱の防止や、作業責任者育成のスキ

ル習得の進捗管理が把握できるようになったことである

（図１、図２）。 

図１ スキルチェックシート（抜粋） 

 

 

図２ 作業を書面に落とし込んで教育を実施 

 

(3) PDCAサイクルの教育 

PDCAサイクルを教育に活用し、作業責任者に数値も含

めた具体的な計画を設定させ、現場作業を行ってもらった。 

帰社後にフィードバックを行い、不具合があった作業に

ついては、改善に努めるよう指示をした（図３）。 
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図３ PDCAシート記載例 

  

(4) アセスメントシートの活用 

作業責任者に育成したいAさん（精神・発達障がい）は、

勤続10年を超える中堅社員であり、Aさんの得意、苦手な

点を洗い出し、アセスメントを行った。その方法は、

TTAPのフォーマルアセスメント１）であり、仕事そのもの

の力であるハードスキルと、仕事を続ける上で必要なソフ

トスキル（コミュニケーションスキル、対人行動、職業行

動等）の特性を導き出した。そして、Aさんに必要な支援

方法・工夫を検討し、個別支援計画を作成した。また、A
さんにはTTAP の結果を本人用にまとめた資料（図４）

を見せて、自身の強み、弱み、必要な工夫、今後の目標を

共有し、Aさんの自己理解へと繋げた。 

 

 

図４ Aさんのアセスメントシート（TTAP） 

 

(5) 安全面についての取り組み 

安全面についても教育を実施している。例えば事故など

のトラブルが発生した場合、役職者がすぐに駆け付け対応

できるよう、出発地から片道30分以内のコースを設定し、

実践練習で役職者が同乗して指摘事項をまとめ、フィード

バックを行った。 

また、事故を想定した仮想訓練も実施している。具体的

には、Aさんには事故発生場所を知らせず、役職者が後方

からワゴン車で追走し、追突をしたと仮定したコンビニの

駐車場へ誘導し、事故対応を行えるかを確認した。結果は、

始め戸惑いがあったが、同乗者の怪我の確認ができていた。 

事故が発生した場合、どのような対応をすればよいのか、

日頃からマニュアルの内容を把握しておくようフィード

バックを行った。訓練は今後も継続的に行うこととし、安

全面でも問題ないように教育していきたい。 

 

３ 作業員主体での花壇メンテナンス作業の実施 

上記の結果、障がい者でも作業責任者として権限移譲で

きると判断し、障がい者の作業責任者のみで、花壇メンテ

ナンスを実施した。今後は、比較的作業量の少ない冬から

始めて、段階的に草木の生育が激しい夏にも展開した。  

現在、フォローチェックもしているが、品質・安全面等、

問題が無いので、作業責任者として育成が図れている。 

 

４ 今後の展望 

 今回はAさん主体の花壇メンテナンス作業の実現の取り

組みを紹介した。今後は、精神障がい、知的障がいの新た

な作業員にも教育を行い、障がい者の作業責任者を拡大し、

やりがいを感じて、活躍できるような仕組みづくりを行い、

障がい者主体の仕事を増やしていきたい。 

 

【参考文献】 

1) 前原和明『就労系障害福祉サービスにおける職業的アセスメ

ントハンドブック』，令和２年度厚生労働科学研究費補助金

(20GC1009)研究報告書,p.46-47 
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